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「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。

ノアリザーブ/ノアリザーブ1年の運用状況と今後の方針

＜定例更新対象＞

左上の「yyyy年m月の運用状
況～」

全体（運用状況と振り返りは
自動更新、今後の方針は担
当者がエクセルに入力したも
のを反映）

96%に縮小して利用

2025年12月の運用状況と今後の見通し

2025年12月30日時点の基準価額は16,716円となり、
前月末比で257円上昇(+1.6%）しました。

2025年12月30日時点の基準価額は11,244円となり、
前月末比で152円上昇（+1.4%）しました。
なお、基準価額（分配金再投資後）は前月末比で
1.6%の上昇となりました。

【ノアリザーブ1年】

【ノアリザーブ】

運用状況

基準価額変動の要因別の内訳

その他（信託報酬等）

分配金

為替

金

債券

株式

【ノアリザーブ】 【ノアリザーブ1年】

+83円

-4円

+100円

+0円

-20円

-8円

+123円

-5円

+150円

+2円

参考指数の月間騰落率
（1営業日前ベース、円ベース）

世界国債（ヘッジあり）

金

世界株式

世界国債

--

-12円

+4.4%

-0.7%

+0.4%

+2.1%

主な投資行動の振り返り

金

債券

株式

【ノアリザーブ1年】

今後の方針

2025年12月末の組入比率は、前月末比で株式、
を引き上げた一方、債券、金、キャッシュ等を引き
下げました。

2025年12月末の組入比率は、前月末比で株式、
キャッシュ等を引き上げた一方、債券、金を引き下
げました。

2025年12月末の組入比率

3.5%

21.1%

33.8%

41.6%

（+0.2%pt）

（-0.2%pt）

（-0.4%pt）

（+0.4%pt）

キャッシュ等

2025年12月末の組入比率

株式 41.7% （+0.6%pt）

債券 33.9% （-0.2%pt）

金 21.2% （-0.2%pt）

キャッシュ等 3.3% （-0.2%pt）

※括弧内は前月末比

主要中央銀行の利下げサイクルには終焉の兆しが見ら
れるほか、AI（人工知能）関連投資の収益性への疑念
なども意識され、市場のボラティリティは上昇することが
警戒されています。

しかし、当面の間は米連邦準備制度理事会（FRB）のバ
ランスシート政策などを通じた流動性供給が市場の下
支えとなることが期待されるため、引き続き株式などのリ
スク資産の組入比率は高位を維持します。その上で、
株式部分ではグロース株式を主軸としたポートフォリオ
を維持しながらも、スイス株式といった相対的にディフェ
ンシブ性の高い銘柄へも資金を振り向けバランスがとれ
たポートフォリオを構築する方針です。債券部分では、
新興国債券に強気姿勢を継続するほか、引き続きFRB
の執行部の体制変更の可能性などを考慮して米国の
物価連動国債を選好します。金については、分散投資
の観点から、現状の組入比率を継続する方針です。

【ノアリザーブ】

※基準価額の変動要因は各項目(概算値)ごとに円未満は四捨五入し
ており、合計が一致しない場合があります。

※四捨五入の関係で記載の数値を用いて計算した場合に誤差が
生じる場合があります。

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。また、将来の市場環境の変動等により、上記の内容が変更される場合があります。
※基準価額は1万口当たりで表示しています。ノアリザーブおよびノアリザーブ1年の基準価額は信託報酬等控除後。ノアリザーブの基準価額（分配金再投資後）は、購入時手数料等を考慮せず、税引前分配金を再投資した場合
の評価額を表します。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。世界株式、世界国債、世界国債（ヘッジあり）、金の出所については次ページ参照

1

を引き上げた一方、債券、金、キャッシュ等を引き
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25年12月30日

11,244円

25年12月30日
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基準価額（分配金再投資）

基準価額

2

運用状況

基準価額の推移（1） （ノアリザーブ）

基準価額の推移 月間騰落率比較

＜定例更新対象＞

・リード文

・左右グラフ

・左右グラフタイトル下の期間
表示

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 ※基準価額は1万口当たりで表示しています。 ※ノアリザーブの基準価額は信託報酬
等控除後。基準価額（分配金再投資後）は、購入時手数料等を考慮せず、税引前分配金を再投資した場合の評価額を表します。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。
※世界株式：MSCI全世界株価指数（円換算）、世界国債：FTSE世界国債指数（円換算）、世界国債（ヘッジあり）：FTSE世界国債指数（円ヘッジ）、新興国株式：MSCI新興国株価指数（円換算）、日本国債：FTSE日本国債指数、
米国株式：S&P500種株価指数（円換算）、日本株式：TOPIX、米ドル建て新興国国債：JPモルガンEMBI グローバル・ディバーシファイド指数（円換算）、金：ロンドン市場金価格（円換算） ※指数はすべてトータル・リターン・ベース
（金は除く） ※投資対象ファンドによって基準価額に反映する日が1-2日異なるため、比較指数は１営業日前ベースとしています。 出所：ブルームバーグのデータを基にピクテ・ジャパン作成

●

● 2025年12月の月間騰落率は世界株式が+2.1%、金が+4.4%（ともに円ベース）、世界国債（ヘッジあり）が-0.7%となりました。（1営業日前
ベース）

2025年12月30日時点のノアリザーブの基準価額は11,244円となり、前月末比で152円上昇（+1.4%）しました。なお基準価額（分配金再投
資後）は前月末比で1.6%の上昇となりました。

日次、期間：設定日（2012年2月29日）～2025年12月30日 月次、円ベース、期間：2025年11月末～2025年12月末
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運用状況

3

基準価額の推移（2） （ノアリザーブ）

過去1年間の騰落率比較 ノアリザーブおよび主要な資産のリスク・リターン比較

＜定例更新対象＞

・リード文

・左右グラフ

・左右グラフタイトル下の期間
表示

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 ※ノアリザーブの基準価額は信託報酬等控除後。基準価額（分配金再投資後）は、購
入時手数料等を考慮せず、税引前分配金を再投資した場合の評価額を表します。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。 ※世界株式：MSCI全世界株価指数（円換算）、世界国債：FTSE世界国債指数（円換算）、
世界国債（ヘッジあり）：FTSE世界国債指数（円ヘッジ）、新興国株式：MSCI新興国株価指数（円換算）、日本国債：FTSE日本国債指数、米国株式：S&P500種株価指数（円換算）、日本株式：TOPIX、米ドル建て新興国国債：JP
モルガンEMBI グローバル・ディバーシファイド指数（円換算）、金：ロンドン市場金価格（円換算） ※指数はすべてトータル・リターン・ベース（金は除く） ※投資対象ファンドによって基準価額に反映する日が1-2日異なるため、比較
指数は１営業日前ベースとしています。 出所：ブルームバーグ、リフィニティブan LSEG businessのデータを基にピクテ・ジャパン作成

月次、円ベース、期間：2024年12月末～2025年12月末 日次、円ベース、年率、期間：設定日（2012年2月29日）～2025年12月30日
グラフ中の数字はリスク, リターン

●

● ノアリザーブの設定来の年率のリスク（標準偏差）とリターンはそれぞれ5.8%、4.2%となっています。

ノアリザーブの基準価額（分配金再投資後）は過去1年間（2024年12月末～2025年12月末）で17.0%上昇しました。
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2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 設定来

年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年初来

基準価額（期末） 10,095 10,036 10,115 9,608 9,290 9,412 8,466 8,918 9,317 9,690 8,491 8,930 9,845 11,244 11,244

変動額 +95 -59 +79 -507 -318 +122 -946 +452 +399 +373 -1,199 +439 +915 +1,399 +1,244

1）株式 +21 +278 +225 +109 +86 +590 -292 +609 +548 +546 -773 +399 +548 +576 +3,468

2）債券 +467 -250 +281 +63 +168 +114 -31 +361 +254 -97 -504 +134 +28 +186 +1,173

3）金 +48 -40 +4 -49 +12 +14 -12 +67 +137 +58 +197 +283 +633 +1,052 +2,403

4）為替 -51 +460 +80 -124 -90 -69 -142 -126 -151 +226 +235 -27 +41 -79 +184

5）分配金 -270 -360 -360 -360 -360 -360 -360 -360 -280 -240 -240 -240 -240 -240 -4,270

6）その他 -119 -148 -151 -146 -134 -167 -108 -99 -108 -120 -113 -109 -94 -96 -1,714

2025年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

基準価額（期末） 9,917 9,784 9,710 9,570 9,760 9,870 10,074 10,127 10,524 10,946 11,092 11,244

変動額 +72 -133 -74 -140 +190 +110 +204 +53 +397 +422 +146 +152

1）株式 +86 -60 -145 -49 +181 +112 +84 +71 +94 +123 -6 +83

2）債券 +21 +45 -16 +10 -16 +33 +6 +30 +32 +32 +14 -4

3）金 +79 +10 +120 +35 +34 -19 +74 +34 +271 +193 +121 +100

4）為替 -85 -100 -8 -109 +19 +12 +68 -55 +29 +103 +45 +0

5）分配金 -20 -20 -20 -20 -20 -20 -20 -20 -20 -20 -20 -20

6）その他 -9 -8 -6 -7 -8 -8 -8 -7 -9 -9 -8 -8

期間：設定日（2012年2月29日）～2025年12月末、単位：円

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 ※基準価額およびその変動額は1万口当たりで表示しています。
※組入ファンドの価格変動要因を基に委託会社が作成し参考情報として記載しているものです。組入ファンドの管理報酬等は株式、債券、金に含まれます。為替には、為替変動要因のほかヘッジコストやヘッジ比率の変動による要
因等が含まれます。各項目(概算値)ごとに円未満は四捨五入しており、合計が一致しない場合があります。その他には信託報酬等を含みます。
※上段表の各年間の「基準価額（期末）」は各年末の基準価額を表します。また、各年間の「変動額」は前年末の基準価額に対して各年末の基準価額がどの程度変動したかを表します。なお、「2012年」の変動額については設定
日（2012年2月29日）の基準価額に対して2012年年末の基準価額がどの程度変動したかを表します。

運用状況

4

基準価額変動要因（ノアリザーブ）

＜定例更新対象＞

・リード文

・表

・表タイトル下の期間表示

・注釈最後の「※設定来およ
び～」の部分

● 基準価額の変動要因の内訳は、1）～3）市場要因（価格、金利、信用力等の変化による株式、債券、金の変動要因）、4）為替要因、
5）分配金要因、および、6）その他です。

基準価額変動要因分析

※設定来および2025年年初来は2025年12月30日まで。
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2025年12月末時点

ファンド編

5

資産配分状況(ノアリザーブ)

資産配分推移 円資産の比率（概算値）

＜定例更新対象＞

・リード文

・左右グラフ

・左右グラフタイトル下の期間
表示

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 ※構成比は、各投資先ファンドを主な投資対象によって株式、債券、金、短期金融商
品等に分類、集計しています。株式にはリートの構成比も含まれます。「キャッシュ・短期金融商品等」には、投資先ファンドで保有する現金等の比率は含みません。株式への投資と同様な効果を有する証券がある場合、株式に含
めています。構成比は 四捨五入して表示しているため、それを用いて計算すると誤差が生じる場合があります。
※円資産の比率（概算値）は、円建て資産と円ヘッジの外貨建て資産の合計です。円建て資産は、当ファンドで保有しているコール・ローン等と各投資先ファンドを通じて実質的に保有している円建て資産です。円ヘッジの外貨建て
資産は、各投資先ファンドを通じて実質的に保有している外貨建て資産のうち円で為替予約をしている部分になります。なお、外貨建て資産には株式や債券等のほか金も含まれます。

● 2025年12月末の組入比率は、前月末に対して株式、キャッシュ等を引き上げた一方、債券、金を引き下げました。
● 2025年12月末の円資産（円建て資産や円ヘッジの外貨建て資産）比率は、前月末比+2.1%ポイントとなりました。

月次、期間：設定当初（2012年2月末）～2025年12月末

右端数値は2025年12月末時点、括弧内は前月末比
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80%
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12年2月末 16年2月末 20年2月末 24年2月末

キャッシュ・短期

金融商品等 3.5%

(+0.2%pt)

金 21.1%

(-0.2%pt)

債券 33.8%

(-0.4%pt)

株式 41.6%

(+0.4%pt)

設定当初

当月末 前月末 増減 

円資産の比率 46.2% 44.1% +2.1%pt
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25年12月30日

16,716円
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6

運用状況

基準価額の推移（1） （ノアリザーブ1年）

＜定例更新対象＞

・リード文

・左右グラフ

・左右グラフタイトル下の期間
表示

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 ※基準価額は1万口当たりで表示しています。 ※ノアリザーブ1年の基準価額は信託
報酬等控除後。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。 ※世界株式：MSCI全世界株価指数（円換算）、世界国債：FTSE世界国債指数（円換算）、世界国債（ヘッジあり）：FTSE世界国債指数（円ヘッジ）、新興国株
式：MSCI新興国株価指数（円換算）、日本国債：FTSE日本国債指数、米国株式：S&P500種株価指数（円換算）、日本株式：TOPIX、米ドル建て新興国国債：JPモルガンEMBI グローバル・ディバーシファイド指数（円換算）、金：ロン
ドン市場金価格（円換算） ※指数はすべてトータル・リターン・ベース（金は除く） ※投資対象ファンドによって基準価額に反映する日が1-2日異なるため、比較指数は１営業日前ベースとしています。 出所：ブルームバーグの
データを基にピクテ・ジャパン作成

● 2025年12月30日時点のノアリザーブ1年の基準価額は16,716円となり、前月末比で257円上昇(+1.6%）しました。
● 2025年12月の月間騰落率は世界株式が+2.1%、金が+4.4%（ともに円ベース）、世界国債（ヘッジあり）が-0.7%となりました。（1営業日前

ベース）

基準価額の推移 月間騰落率比較
日次、期間：設定日（2013年1月31日）～2025年12月30日 月次、円ベース、期間：2025年11月末～2025年12月末

-1.5%

-0.7%

+0.4%

+0.8%

+1.5%

+1.6%

+1.8%

+2.1%

+2.6%

+4.4%

-4% -2% 0% 2% 4% 6% 8%

日本国債

世界国債（ヘッジあり）

世界国債

米ドル建て新興国国債

米国株式

ノアリザーブ1年

日本株式

世界株式

新興国株式

金
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運用状況
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基準価額の推移（2） （ノアリザーブ1年）

高

低

高低

＜定例更新対象＞

・リード文

・左右グラフ

・左右グラフタイトル下の期間
表示

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 ※ノアリザーブ1年の基準価額は信託報酬等控除後。また、換金時の費用・税金等は
考慮しておりません。 ※世界株式：MSCI全世界株価指数（円換算）、世界国債：FTSE世界国債指数（円換算）、世界国債（ヘッジあり）：FTSE世界国債指数（円ヘッジ）、新興国株式：MSCI新興国株価指数（円換算）、日本国債：
FTSE日本国債指数、米国株式：S&P500種株価指数（円換算）、日本株式：TOPIX、米ドル建て新興国国債：JPモルガンEMBI グローバル・ディバーシファイド指数（円換算）、金：ロンドン市場金価格（円換算） ※指数はすべてトー
タル・リターン・ベース（金は除く） ※投資対象ファンドによって基準価額に反映する日が1-2日異なるため、比較指数は１営業日前ベースとしています。 出所：ブルームバーグ、リフィニティブan LSEG businessのデータを基にピク
テ・ジャパン作成

過去1年間の騰落率比較 ノアリザーブ1年および主要な資産のリスク・リターン比較
月次、円ベース、期間：2024年12月末～2025年12月末

● ノアリザーブ1年の基準価額は過去1年間（2024年12月末～2025年12月末）で17.0%上昇しました。
● ノアリザーブ1年の設定来の年率のリスク（標準偏差）とリターンはそれぞれ5.8%、4.1%となっています。

日次、円ベース、年率、期間：設定日（2013年1月31日）～2025年12月30日
グラフ中の数字はリスク, リターン
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2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 設定来

年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年間 年初来

基準価額（期末） 10,118 10,590 10,429 10,479 11,033 10,327 11,330 12,207 12,998 11,703 12,648 14,292 16,716 16,716

変動額 +118 +472 -161 +50 +554 -706 +1,003 +877 +791 -1,295 +945 +1,644 +2,424 +6,716

1）株式 +222 +238 +117 +100 +682 -351 +753 +712 +707 -1,031 +556 +780 +853 +4,338

2）債券 -158 +289 +67 +179 +130 -38 +442 +326 -128 -678 +188 +40 +273 +933

3）金 -75 +6 -54 +13 +17 -14 +83 +176 +73 +263 +393 +906 +1,553 +3,340

4）為替 +261 +94 -133 -92 -79 -170 -153 -196 +296 +305 -41 +55 -113 +35

5）分配金 -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- +0

6）その他 -132 -155 -159 -150 -197 -132 -122 -141 -157 -154 -152 -136 -142 -1,930

2025年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

基準価額（期末） 14,426 14,262 14,182 14,006 14,315 14,506 14,835 14,942 15,557 16,211 16,459 16,716

変動額 +134 -164 -80 -176 +309 +191 +329 +107 +615 +654 +248 +257

1）株式 +126 -87 -212 -71 +266 +166 +124 +105 +138 +182 -7 +123

2）債券 +31 +65 -23 +14 -24 +48 +8 +44 +46 +46 +21 -5

3）金 +114 +15 +176 +51 +49 -28 +109 +50 +400 +288 +179 +150

4）為替 -124 -145 -13 -158 +29 +17 +99 -80 +43 +151 +67 +2

5）分配金 -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- --

6）その他 -13 -12 -9 -12 -11 -12 -12 -11 -12 -14 -12 -12

期間：設定日（2013年1月31日）～2025年12月末、単位：円

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 基準価額およびその変動額は1万口当たりで表示しています。
※組入ファンドの価格変動要因を基に委託会社が作成し参考情報として記載しているものです。組入ファンドの管理報酬等は株式、債券、金に含まれます。為替には、為替変動要因のほかヘッジコストやヘッジ比率の変動による要
因等が含まれます。各項目(概算値)ごとに円未満は四捨五入しており、合計が一致しない場合があります。その他には信託報酬等を含みます。
※上段表の各年間の「基準価額（期末）」は各年末の基準価額を表します。また、各年間の「変動額」は前年末の基準価額に対して各年末の基準価額がどの程度変動したかを表します。なお、「2013年」の変動額については設定
日（2013年1月31日）の基準価額に対して2013年年末の基準価額がどの程度変動したかを表します。

運用状況

8

基準価額変動要因（ノアリザーブ1年）

＜定例更新対象＞

・リード文

・表

・表タイトル下の期間表示

・注釈最後の「※設定来およ
び～」の部分

基準価額変動要因分析

● 基準価額の変動要因の内訳は、1）～3）市場要因（価格、金利、信用力等の変化による株式、債券、金の変動要因）、4）為替要因、
5）分配金要因、および、6）その他です。

※設定来および2025年年初来は2025年12月30日まで。
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ファンド編

9

資産配分状況(ノアリザーブ1年)

＜定例更新対象＞

・リード文

・左右グラフ

・左右グラフタイトル下の期間
表示

※当資料中のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測に基づくものであり、運用成果や市場環境等を示唆・保証するものではありません。 ※構成比は、各投資先ファンドを主な投資対象によって株式、債券、金、短期金融商
品等に分類、集計しています。株式にはリートの構成比も含まれます。「キャッシュ・短期金融商品等」には、投資先ファンドで保有する現金等の比率は含みません。株式への投資と同様な効果を有する証券がある場合、株式に含
めています。構成比は 四捨五入して表示しているため、それを用いて計算すると誤差が生じる場合があります。
※円資産の比率（概算値）は、円建て資産と円ヘッジの外貨建て資産の合計です。円建て資産は、当ファンドで保有しているコール・ローン等と各投資先ファンドを通じて実質的に保有している円建て資産です。円ヘッジの外貨建て
資産は、各投資先ファンドを通じて実質的に保有している外貨建て資産のうち円で為替予約をしている部分になります。なお、外貨建て資産には株式や債券等のほか金も含まれます。

2025年12月末時点

資産配分推移 円資産の比率（概算値）
月次、期間：2013年2月末～2025年12月末

右端数値は2025年12月末時点、括弧内は前月末比

● 2025年12月末の組入比率は、前月末に対して株式、を引き上げた一方、債券、金、キャッシュ等を引き下げました。
● 2025年12月末の円資産（円建て資産や円ヘッジの外貨建て資産）比率は、前月末比+2.1%ポイントとなりました。

を引き上げた一方、債券、金、キャッシュ等を引き下げました。

当月末 前月末 増減 

円資産の比率 46.0% 43.8% +2.1%pt
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ファンドの特色

※分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあります。 ※投資にあたっては、主にピクテ・グループ（委託会社を含みます。）が設定・運用する投資信託証券（実質組入外貨建資産について為替ヘッジを行うものを含
みます。）への投資を通じて行います。投資対象とする各投資先ファンドにつきましては、投資信託説明書（交付目論見書）をご参照ください。 ※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。 ※
本資料では「ピクテ・アセット・アロケーション・ファンド（毎月分配型）」「ピクテ・アセット・アロケーション・ファンド（1年決算型）」をあわせて「ノアリザーブ」と表記する場合があります。 ※販売会社によっては「毎月分配型」または「１年決
算型」のいずれか一方のみのお取扱いとなる場合があります。

Primary palette Secondary palette Tertiary palette
(charts)

愛称「ノアリザーブ」の由来

愛称の「ノアリザーブ」は、「ノアの箱舟」と「リザーブ

（保全）」に由来しています。

変化する市場の荒波を乗り越え資産を保全していくと

いう想いが込められています。

主に世界の株式、債券、金など様々な資産に分散投資します
⚫ 主に日本を含む世界の株式および公社債ならびに金（デリバティブ取引を含めます。）などに投資します。

市場環境に応じて資産配分を機動的に変更します
⚫ 投資にあたっては、委託会社が各資産の収益とそのリスク見通しを分析して投資資産を選択し、その配分比率を決定します。また、組

入資産および配分比率については、適宜見直しを行います。

⚫ 外貨建資産については、為替ヘッジが必要と判断した場合は為替ヘッジを行うことがあります。

【毎月分配型】 毎月決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います
⚫ 毎月15日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います。

【1年決算型】 年1回決算を行います
⚫ 毎年8月15日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います。

1

2

3
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投資リスク
Primary palette Secondary palette Tertiary palette

(charts)

基準価額の変動要因

⚫ ファンドは、実質的に株式、公社債および金等に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている株式、公社債および金等の価格変
動等（外国証券には為替変動リスクもあります。）により変動し、下落する場合があります。

⚫ したがって、投資者の皆様の投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。ファ
ンドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。

株式投資リスク（価格変動リスク、信用リスク）

⚫ ファンドは、実質的に株式に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている株式の価格変動の影響を受けます。
⚫ 株式の価格は、政治経済情勢、発行企業の業績･信用状況、市場の需給等を反映して変動し、短期的または長期的に大きく下落することがあります。

公社債投資リスク（金利変動リスク､信用リスク）

⚫ ファンドは、実質的に公社債に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている公社債の価格変動の影響を受けます。
⚫ 金利変動リスクとは、金利変動により公社債の価格が変動するリスクをいいます。一般的に金利が低下した場合には、公社債の価格は上昇する傾向がありますが、金利が上昇した場合には、公社債の価格は下落す

る傾向があります。
⚫ 信用リスクとは、公社債の発行体の財務状況等の悪化により利息や償還金をあらかじめ定められた条件で支払うことができなくなるリスク（債務不履行）、または債務不履行に陥ると予想される場合に公社債の価格が

下落するリスクをいいます。

金の価格変動リスク

⚫ ファンドは、実質的に金に投資または金を対象としたデリバティブ取引を行いますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている金の価格変動の影響を受けます。

⚫ 金の価格は、金の需給の変化や為替レート、金利の変動等の要因により変動します。金の需給は、政治・経済的事由、技術発展、資源開発、生産者や企業の政策、政府の規制・介入、他の金融・商品市場や投機
資金の動向等の要因で変動します。また、市場の流動性の低下や取引所が定める値幅制限等により不利な価格で取引を行わなければならない場合があります。

有価証券先物取引等に伴うリスク

⚫ ファンドは、実質的に有価証券先物取引等を利用することがありますので、このような場合には、ファンドの基準価額は有価証券先物取引等の価格変動の影響を受けます。

為替に関するリスク・留意点

⚫ 実質組入外貨建資産について、為替ヘッジを行わない場合には、係る外貨建資産は為替変動の影響を受け、円高局面は基準価額の下落要因となります。

⚫ また、為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図る場合がありますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではなく、為替変動の影響を受ける場合があります。また、円金利がヘッジ対象通貨の金利より低い場
合、当該通貨と円との金利差相当分のヘッジコストがかかることにご留意ください。

カントリーリスク

⚫ ファンドが実質的な投資対象地域の一つとする新興国は、一般に政治・経済・社会情勢の変動が先進諸国と比較して大きくなる場合があり、政治不安、経済不況、社会不安が証券市場や為替市場に大きな影響を
与えることがあります。その結果、ファンドの基準価額が下落する場合があります。

⚫ 実質的な投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化により証券市場や為替市場等に混乱が生じた場合、またはそれらの取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、
運用方針に沿った運用が困難となる場合があります。この他、当該投資対象国・地域における証券市場を取り巻く制度やインフラストラクチャーに係るリスクおよび企業会計・情報開示等に係るリスク等があります。

基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

その他の留意点

⚫ ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

⚫ ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取
引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性があります。
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⚫ 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配

金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。

⚫ 分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含

む売買益)を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は

前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期

間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

(注) 分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金
      および④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。
※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。

普通分配金： 個別元本(投資者のファンドの購入価額)を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金： 個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の投資者の個別元本は、
（特別分配金） 元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。

（注） 普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）等をご参照ください。

投資信託で分配金が支払われるイメージ

分配金

投資信託の

純資産

⚫ 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部

が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファ

ンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが

小さかった場合も同様です。

※元本払戻金（特別分配金）は実質的に元本の一部払戻しとみなされ、その金額だけ個別元本
が減少します。また、元本払戻金（特別分配金）部分は非課税扱いとなります。

投資者の
購入価額

（当初個別元本）
分配金支払後

基準価額
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合 分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合

分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

前期決算日から基準価額が上昇した場合

*500円
（③+④）

10,500円

10,400円

前期決算日

*分配対象額
500円

当期決算日
分配前

*80円を取崩し

当期決算日
分配後

*分配対象額
420円

*80円 10,300円

*420円
（③+④）

配当等収益

①20円

分
配
金

100円

前期決算日から基準価額が下落した場合

収益分配金に関する留意事項

10,550円

分
配
金

*500円
（③+④）

10,500円

10,450円*50円

*450円
（③+④）

前期決算日

*分配対象額
500円

当期決算日
分配前

*50円を取崩し

当期決算日
分配後

*分配対象額
450円

期中収益

（①＋②）50円

100円

投資者の
購入価額

（当初個別元本）
分配金支払後

基準価額
個別元本

普通分配金

元本払戻金
（特別分配金）
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お手続きと費用
Primary palette Secondary palette Tertiary palette

(charts)

お申込みメモ ファンドの費用

購入単位 販売会社が定める1円または1口（当初元本1口＝1円）の整数倍の単位とします。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して7営業日目からお支払いします。

購入・換金の
申込不可日

ルクセンブルグの銀行またはロンドンの銀行の休業日においては、購入･換金の
お申込みはできません。

換金制限
信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があ
ります。

信託期間
［毎月分配型］2012年2月29日（当初設定日）から無期限とします。
［1年決算型］2013年1月31日（当初設定日）から無期限とします。

繰上償還
各ファンドにつき、受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合等には信
託が終了（繰上償還）となる場合があります。

決算日
［毎月分配型］毎月15日（休業日の場合は翌営業日）とします。
［1年決算型］毎年8月15日（休業日の場合は翌営業日）とします。

収益分配

［毎月分配型］
年12回の決算時に、収益分配方針に基づき分配を行います。
［1年決算型］
年1回の決算時に、収益分配方針に基づき分配を行います。
※ファンドには収益分配金を受取る「一般コース」と収益分配金が税引後無手数料で再

投資される「自動けいぞく投資コース」があります。ただし、販売会社によっては、どちら
か一方のみのお取扱いとなる場合があります。

課税関係

課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、
一定の要件を満たした場合に限りNISA（少額投資非課税制度）の適用対象と
なります。NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」における各ファンドの
適用は以下のとおりです。
対 象：［1年決算型］
対象外：［毎月分配型］
販売会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い
合わせください。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
2.75％（税抜2.5％）の手数料率を上限として、販売会社が独自に定める率
を購入価額に乗じて得た額とします。
（詳しくは、販売会社にてご確認ください。）

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

毎日、信託財産の純資産総額に年0.968％（税抜0.88％）の率を乗じて得
た額とします。

［運用管理費用（信託報酬）の配分（税抜）］

委託会社 販売会社 受託会社

年率0.10％ 年率0.75％ 年率0.03％

投資対象とする
投資信託証券

純資産総額の最大年率0.66％（税抜0.6％）
（投資先ファンドによっては異なる報酬率の複数の投資信託証券を発行している場合
がありますが、ファンドが投資する投資信託証券の報酬率は原則として年率0.6％（税
抜）となります。各投資先ファンドの報酬率につきましては、投資信託説明書（交付目
論見書）をご参照ください。上場投資信託証券につきましては銘柄毎に異なります。
上記の報酬率は今後変更となる場合があります。）

実質的な負担
最大年率1.628％（税抜1.48％）程度
（この値はあくまでも目安であり、ファンドの実際の投資信託証券の組入状況により変
動します。）

その他の費用・
手数料

毎日計上される監査費用を含む信託事務に要する諸費用（信託財産の純
資産総額の年率0.055％（税抜0.05％）相当を上限とした額）ならびに組入
有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料等および外国における資
産の保管等に要する費用等（これらの費用等は運用状況等により変動する
ため、事前に料率、上限額等を示すことができません。）は、そのつど信託
財産から支払われます。投資先ファンドにおいて、信託財産に課される税
金、弁護士への報酬、監査費用、有価証券等の売買に係る手数料等の費
用が当該投資先ファンドの信託財産から支払われることがあります。また、
購入・換金時に信託財産留保金が購入価格に付加または換金価格から控
除される場合があります。

※当該費用の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表
示することができません。
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当資料をご利用にあたっての注意事項等

●当資料はピクテ・ジャパン株式会社が作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。取得の申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）等の内容を必

ずご確認の上、ご自身でご判断ください。●投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産に投資する場合は、為替変動リスクもあります。）に投資いたしますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の皆様の投資

元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。●運用による損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。●当資料に記載された過去の実績は、将来の運用成果等

を示唆あるいは保証するものではありません。●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成されていますが、その正確性、完全性、使用目的への適合性を保証するものではありません。●当資料中に示された情報等は、

作成日現在のものであり、事前の連絡なしに変更されることがあります。●投資信託は預金等ではなく元本および利回りの保証はありません。●投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護

の対象ではありません。●登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。●当資料に掲載されているいかなる情報も、法務、会計、税務、経営、投資その他に係る助言を構成するものでは

ありません。

※MSCI指数は、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。またMSCIは、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

お申込みの際は必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」等をご覧ください。

ピクテのファンドや投資環境等に関する情報やセミナーについてより詳しく知りたい方は下記へアクセスください。

委託会社、その他の関係法人の概要

委託会社 ピクテ・ジャパン株式会社（ファンドの運用の指図）

受託会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（ファンドの財産の保管および管理）

投資顧問会社 ピクテ・アセット・マネジメント・エス・エイ、ピクテ・アセット・マネジメント・リミテッド（ファンドの資産配分に関する助言）

販売会社
販売会社については下記のピクテのホームページをご照会ください。
（募集の取扱い、販売、一部解約の実行の請求受付ならびに収益分配金、償還金および一部解約代金の支払い等）

ピクテのホームページ

https://www.pictet.co.jp

ピクテ主催の各種セミナー・イベント等 

https://www.pictet.co.jp/seminar.html

後続の必要ページ

• 投資リスク
• 収益分配に関する留意
• 手続きと費用
• 裏表紙

※投資信託説明書（交付目論見書）等は販売会社にてお渡ししています。［ピクテのホームページ］の「ファンド」一覧より該当するファンドを選択し、ファンドページ中段の「販売会社一覧」タブをクリックすることでご照会いただけます。

R& I ファンド大賞2022について

「R& I ファン ド大賞」は、R& I が信頼し得ると判断した過去のデー タに基づく参考情報 （ただし、そ の正確性及び完全性につき R& I が保証するものではありません） の提供を目的としており 、特定商品の
購入、売却、保有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません 。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第299条第1項第28号に規定されるそ
の他業務（信用格付業以外の業務であ り 、かつ 、関連業務以外の業務） です 。当該業務に関しては 、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないた めの措置が法令上要請されています 。当大賞に関
する著作権等の知的財産権その他一切の権利はR& Iに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。（2022年3月末における定量評価に基づき表彰しています 。）
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販売会社一覧：ノアリザーブ

後続の必要ページ

• 投資リスク
• 収益分配に関する留意
• 手続きと費用
• 裏表紙

投資信託説明書（交付目論見書）等のご請求・お申込先（2025年12月末現在）

販売会社一覧表の位置

Horizontal position 1.75
Vertical position 4.3

販売会社一覧表のコラムの幅
販社名、H:X 2.6

加入協会、AR:BG 2.6

（次ページに続く）

(注1) 株式会社ＳＢＩ証券は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会・日本商品先物取引協会にも加入
しております。

(注2) インターネット専用
(注3) ぐんぎん証券株式会社では、新規販売は行っておらず換金のみ受付けております。自動けいぞく投資

コースの場合の分配金再投資は行われます。
(注4) 七十七証券株式会社では、新規販売は行っておらず解約のみ受付けております。
(注5) 第四北越証券株式会社では、新規買付のお申込みは取扱いません。
(注6) 大和証券株式会社は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入しております。
(注7) 東海東京証券株式会社は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入しております。
(注8) 北洋証券株式会社では、新規買付のお申込みは取扱いません。
(注9) 株式会社足利銀行では、新規販売は行っておらず解約のみ受付けております。
(注10) マネックス証券株式会社は、上記の他に一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入して

おります。

（注10）
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販売会社一覧：ノアリザーブ（続き）

後続の必要ページ

• 投資リスク
• 収益分配に関する留意
• 手続きと費用
• 裏表紙

投資信託説明書（交付目論見書）等のご請求・お申込先（2025年12月末現在）

販売会社一覧表の位置

Horizontal position 1.75
Vertical position 4.3

販売会社一覧表のコラムの幅
販社名、H:X 2.6

加入協会、AR:BG 2.6
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販売会社一覧：ノアリザーブ1年

後続の必要ページ

• 投資リスク
• 収益分配に関する留意
• 手続きと費用
• 裏表紙

投資信託説明書（交付目論見書）等のご請求・お申込先（2025年12月末現在）

販売会社一覧表の位置

Horizontal position 1.75
Vertical position 4.3

販売会社一覧表のコラムの幅
H:X 2.6

AR:BG 2.6

（次ページに続く）

(注1) 株式会社ＳＢＩ証券は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会・日本商品先物取引協会にも加入
しております。

(注2) インターネット専用
(注3) ぐんぎん証券株式会社では、新規販売は行っておらず換金のみ受付けております。自動けいぞく投資

コースの場合の分配金再投資は行われます。
(注4) 第四北越証券株式会社では、新規買付のお申込みは取扱いません。
(注5) 大和証券株式会社は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入しております。
(注6) 東海東京証券株式会社は、上記の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入しております。
(注7) 北洋証券株式会社では、新規買付のお申込みは取扱いません。
(注8) 株式会社足利銀行では、新規販売は行っておらず解約のみ受付けております。
(注10) マネックス証券株式会社は、上記の他に一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入してお

ります。

（注10）



「当資料をご利用にあたっての注意事項等」を必ずお読みください。18

販売会社一覧：ノアリザーブ1年（続き）

後続の必要ページ

• 投資リスク
• 収益分配に関する留意
• 手続きと費用
• 裏表紙

投資信託説明書（交付目論見書）等のご請求・お申込先（2025年12月末現在）

販売会社一覧表の位置

Horizontal position 1.75
Vertical position 4.3

販売会社一覧表のコラムの幅
H:X 2.6

AR:BG 2.6

(注9) 株式会社山形銀行では、新規販売は行っておらず解約のみ受け付けております。
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